
アメリカのエレクトロニクス産業，あるい

は IT産業は世界を主導してきたが，1980 年代

までに日本のエレクトロニクス産業がアメリ

カの主導的な地位を脅かした 1）。しかし，1990

年代前半以降，事態は次のように進展してい

る。第 1 に，日本の IT 産業が停滞し，様々な

問題が明らかとなってきたこと。第 2 には，

アメリカの IT 産業が復活し，IT 産業がアメ

リカ経済を牽引したとされ，「IT革命」や「ニ

ューエコノミー」をもたらしたとさえされた

こと。第 3 に，東アジア勢，とくに台湾と韓

国の IT 産業の台頭が目覚しいこと。台湾は

1990 年代中期には世界最大のパソコン OEM

供給国となっている。また，韓国の IT 産業は

1998 年に DRAM の生産で，2001 年には液晶

パネルの生産で日本を追い越した 2）。第 4 に，

アメリカの IT 財貿易収支の赤字が拡大し，現

在，1,000 億ドル近くに膨張していることであ

る。

上記の日本の苦境，アメリカの復活，アジ

アの躍進，そしてアメリカの IT 財貿易収支赤

字拡大という諸現象を統一的に理解するため，

本稿ではアメリカ IT 産業の特徴を取り上げ，

そのアジア生産ネットワークを概観する。パ

ソコン産業が最初からグローバル調達に依存

し，アメリカがハードウェアの面で東アジア

に深く依存してきたからである。アメリカ IT

産業の復活が東アジアの躍進と密接に関連し

ていることが推定できる 3）。さらに，アメリカ

IT 財貿易収支の概観によって，現在のアメリ

カ，日本，東アジア諸国の産業的関連もより

明確になってこよう 4）。本稿はこの大きなテー

マの分析視角を見出すことを目的としており，

ほとんどの論点において掘り下げた分析には

至っていない。この課題は他日を期したい。

I．パソコン産業の特徴

IBM/PCとパソコン産業の構造

1975 年ごろアップルなどベンチャー企業が

はじめてパソコンを製造・販売し，パソコン

は急速に普及し始めた。当時のパソコン需要

は生産能力を凌駕しており，新規参入が続き

ブームとなっていた。ところが，汎用大型コ

ンピュータの支配的企業 IBMは，内部開発方

式ではなかなかパソコン市場に参入できず焦

っていた。そこで 1980 年 7 月に，IBMは内部

調達方式をやめ開発期間を 1 年以内に短縮し，

パソコン市場に参入することを決定した。

IBM が 1 年という短期間でこの目的を果た
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すには，コンピュータ企業を買収するか，

MPU や OS などを購入しなければならなかっ

た。しかし，この外部調達には，長く内部調

達を原則としてきた IBMの内部に強い反対が

存在した。そこで，IBM はパソコン事業を

IBM 本体から切り離し，フロリダ州でベンチ

ャー企業のように開始することにした。IBM

はMPU をインテルから，OS をマイクロソフ

トから購入したが，そればかりではなくほと

んどの部品を外部から調達した。IBM はパワ

ーサプライをゼニスから，サーキットボード

を SCI システムズから，プリンタをエプソン

から，モニターをピクチャー・チューヴ（台

湾企業Tatung 大同の一部）から調達し，生産

した。IBM パソコン事業は，日本，台湾など

東アジアを抜きにしては語れないグローバル

な部品調達を最初から前提としていたのであ

る 5）。

IBMは予定通り 1 年間で新製品 IBM/PC を

導入した。同社は 1983 年までに約 75 万台を

出荷し，パソコン市場の 26 ％を獲得した。

IBMはコンピュータ産業のトップ企業であり，

そのトップ企業がパソコンを普及させたので，

パソコンは初めてメジャーな存在となったの

である。IBM/PC の成功のために，コンポー

ネントや応用ソフト分野において多数の外部

企業が生産を拡大し，逆に組立てメーカーも

部品を調達しやすくなった。

そのため，早くも 1982 年にコンパックによ

って IBM互換機が販売された。IBMは翌年に

XTを発売し，それはものすごい売れ行きを見

せ，これによって IBMはビジネス市場向けの

パソコンの 75 ％を占めた。IBM はさらに 84

年にインテル 80286 チップを用いた AT を投

入した。IBM はインテルの AT タイプのチッ

プを買い占め，互換機メーカーが入手できな

くした。これは当初うまくゆき，他社が AT

互換機を量産しはじめたのは AT 発表の 1 年

近く経ってからだった。しかし，チップが量

産段階に入ると製造コストが急激に下がり，

さらに速度の速いチップが現れた。こうした

チップを用いた互換機が出現するとき，IBM

にとって大きな脅威になることが予想された 6）。

事実，1985 年後半から互換機の猛襲が始ま

り，IBMはビジネス･パソコンの販売シェアを

かつての 70 ％から 40 ％にまで落とした。コ

ンパックが 86 年 9 月には IBM に先駆けて，

インテル 80386MPU を利用したパソコンを販

売した。IBM がコンパックに追いつくのに 1

年を要し，これまでの立場が逆転したのであ

る。88 年ごろには IBM のシェアは 20 ポイン

トも下落し，IBM は業界リーダーの地位から

転落した。IBM はその他のパソコン・メーカ

ーのひとつとなり，価格競争に絶えず身をさ

らすことになった。互換機間の競争が激化す

るなかで，インテルとマイクロソフトの支配

が確立したのである 7）。

IBMパソコン事業の特徴は，MPUと OS を

外部調達していたのでオープン・アーキテク

チャー戦略を取っていたということ，そして，

ほとんどの部品・コンポーネントを外部調達

していたので，モジュール化を促進していた

ことであった。このため，部品，周辺機器は，

製造能力をもついかなる企業でも生産できる

ようになった。逆に，これらが容易に調達で

きるために，デザイン能力と組立て設備を持

ついかなる企業でもパソコン･システムを組み

立てができるようなった。IBM/PC は，垂直
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統合型のコンピュータの産業構造を劇的に変

化させたのだった 8）。

パソコン産業における価値連鎖

パソコン産業は図 1に示されるように，OS，

MPU，コンポーネント，周辺機器，システム

のデザイン・組立て，応用ソフト，流通など

いくつもの分野（価値連鎖）に分れ，それぞ

れに有力企業が存在するようになった。イン

テルとマイクロソフトの勝利は，両社にほと

んど独占的地位を獲得させ，高い利益率を保

証した。しかし，それ以外の分野では市場構

造が寡占から自由競争まで様々の度合いにわ

たっており，デドリックらは「利益増大分野」，

「利益減少分野」，「ハイブリッド分野」に分け

られるという。

「利益増大分野」はもちろんMPU と OS で

あるが，「利益減少分野」はハードウェアのい

くつかの分野である。たとえば，DRAM，パ

ネル・ディスプレーは製品の差別化がしにく

く，ブームと崩壊の循環のあるコモディティ

的製品であり，資本集約的な大量生産製品で

ある。ここでは競争力を維持するため，製

品・プロセス技術において莫大な研究開発投

資と生産設備投資に大量の資金が必要であり，

何度もやってくる市場崩壊を耐えしのぐため

にも大規模で多角的な企業が担うことが多い。

このような分野はかつて日本，最近では韓国

や台湾によって担われている。激しい競争は

安定的な寡占状態に導くが，それでも製品価

格への支配力はほとんどないのである 9）。

しかし，それほど投資額の大きくない，マ

ザーボード，周辺機器，コンポーネントは価

格変動が激しく，新製品をスピーディに出荷
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図 1 パソコン産業の価値連鎖

（出所）Jason Dedrick and Kenneth L.Kraemer, Asia's Computer Challenge: Threat or Opportunity for the

United States & the World?（New York and London, Oxford Univ. Press,1998）p.59.



すると利益が大きい。企業規模よりもフレキ

シビリティが大事で，徹底的なコスト削減を

要求されるので，華人ネットワークのグロー

バル生産システムに強力な靱帯をもつ台湾の

多数の中小企業が有利である。モニター，CD-

ROM，キーボード，ケーブルなどがそうであ

る。競争は激しく，利益は薄い。これらの製

品は日本，韓国，台湾のブランドであるが，

生産は中国や東南アジアで行われている 10）。

「ハイブリッド」は利益が上がることもある

が，利益を得られない場合もある中間的分野

であり，一部の周辺機器やパソコン・システ

ムが当てはまる。パソコン・システムの市場

規模は 1991 年から 94 年のわずか 4 年間に，

858 万台増加し 1,840 万台に急拡大した。92 年

からコンパックをはじめ上位企業が，市場シ

ェアの確保を目的とした新たな低価格競争を

展開した。システム・メーカーが利益を挙げ

るには，ハードウェアのコモディティ的性格

からして，生産は東アジアで行ってコストを

削減しなければならない。かつ，他社より優

れたブランド力，顧客サーヴィス力，あるい

は革新的流通システムを構築することが非常

に重要となる 11）。

パソコン関連各社の戦略

パソコン産業においては価値連鎖の構造の

なかで，諸企業はそのポジションにしたがっ

てそれぞれ異なった戦略をとらざるをえない 12）。

まず，インテルは 1980 年後半以降，それまで

の DRAM事業から撤退し，MPU 事業に経営

資源を集中する経営戦略をとった。AMD（ア

ドバンスト・マイクロ・デバイセズ）やサイ

リックスのような，インテル製MPUと互換性

のあるMPU を製造･販売する競争企業があら

われた。こうした互換MPUにたいしてインテ

ルは，知的財産権をたてに特許権侵害の訴訟

を起こし市場からの締め出しを図った。

また，インテルはMPUの製品寿命の短期化

によって競争優位を維持しようとしてきた。

競争企業よりも早く次世代製品を開発し，自

らの力で世代交代を引き起こし優位に立つ戦

略である。しかも，インテルは新世代のモデ

ルの生産を開始すると，旧世代モデルの生産

を停止する。それは旧世代モデルの市場がな

くなったわけではなく，新モデルに比べて利

幅が少ないからである。旧モデル市場では，

やがて競争企業が互換MPU を投入するため，

価格は急落するのである 13）。

マイクロソフトは最近，応用ソフトウェア

に多角化しているが，それでも創業以来のソ

フトウェア事業へ経営資源を集中する戦略は

変えていない。同社の OS の公開は IBM にも

IBM 互換機メーカーにも行われ，この戦略が

同社の OS を普及させる上で決定的であった。

この点，アップルはその独自のOSを公開せず，

マックOSを搭載するハードウェアの製造を認

めない戦略をとっていた。そのためマック OS

は普及せず，アップルのハードウェアや部品

も市場シェアが小さいため高コストであり，

これがアップルの経営を絶えず圧迫してきた。

さらにマイクロソフトは，平均 2 年間隔で OS

のバージョン・アップを行う戦略をとってき

た。3年では長すぎてライバルの台頭を許すこ

とになるからである。平均 2 年間隔で新しい

OS と応用ソフトを開発・出荷する戦略は，競

争優位を持続させている。ここでも製品の開

発スピードが重要となる。
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他方，システム・メーカーのほうは競争上，

新MPUと新 OS をいちはやく搭載しようとす

る。新モデルMPUと新 OS が次々と開発販売

されるために，製品差別化による優位も短期

化し，旧モデルとなるパソコン製品の価格下

落が始まる。さらにパソコン企業は旧モデル

の在庫を嫌って価格を下げ，それがシステ

ム・メーカーの収益を悪化させる反面で，パ

ソコン需要を喚起し市場を拡大する。それは

インテルとマイクロソフトにとって好都合で

あるが，システム・メーカーの売り上げが伸

びる中で収益が好転しない構造ができあがっ

た 14）。

そのなかでシステム・メーカーが利益を上

げるには，特別な努力が必要となる。デル・

コンピュータ社はダイレクト・マーケティン

グを採用し流通コストを削減するとともに，

カスタム製品を迅速に生産する体制をつくっ

た。注文生産（Build-to-Order）体制のために

同社の製品在庫を圧縮することができた。同

社の製品在庫の回転率は他の競争企業のそれ

の約 2 倍であり，このことは部品コストが年

間 15 ％以上下落するパソコン業界では，粗利

益で 1.8%から 3.3%の優位を意味する。また，

コンパックは 1992 年から低価格戦略に転じ，

それまで同社が行っていたあらゆる部品の内

製をやめ，組立作業を下請けに出した。さら

に同社は必要な製品を迅速に生産するために

注文生産体制を整えたが，ヒューストン，シ

ンガポール，中国など世界に広がる部品サプ

ライヤ，工場，配送センター間の厳密な調整

を必要とした 15）。

こうして，インテルとマイクロソフトは世

界標準を維持することを戦略としてきたが，

一方，システム・メーカーは激しい競争のな

かで競争力を維持するため，様々のコスト削

減の努力が求められた。アメリカ国内のエレ

クトロニクス部品の供給基盤（supply base）

が失われつつあったので，システム・メーカ

ーは海外，とくに東アジア諸国に向かった。

当初は低コスト部品を求め，次第にそれだけ

ではない技能の高いサプライヤを見出し，

OEM，ODM，EMS などに大いに依存するよ

うになったのである 16）。

II．アメリカ IT 企業のアジア生産ネット
ワーク

対アジア投資の概観

アメリカ電子企業の対アジア投資は 1960 年

代末から始まり，家電，半導体，計算機メー

カーが中心であった。その目的はアジア市場

へのアクセスをというより，安価な生産のた

めの立地を求めてであった。米系アジア関連

会社は，初めから先進国市場に輸出するため

の米系多国籍企業ネットワークの一環として

設置された 17）。

1980-85 年に，米系多国籍企業のアジアにた

いするコンピュータ関連投資が始まった。米

系アジア関連会社の活動は高度化し，機械的

部品，モニター，半導体チップを含むパーツ

とコンポーネントを地元で調達し始めた。ま

た，米系アジア関連会社の担い手は韓国を除

いて，ほとんど華僑資本家であり，かれらは

中華圏（China Circle）というべき，台湾，シ

ンガポール，マレーシア，インドネシア，タ

イを主な活動舞台とした。パソコン産業にお

ける華僑活動の中心は，台湾とシンガポール
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であり，とくに台湾は生まれでようとする新

しい供給基盤の心臓部であった 18）。

米系企業が本国でデファクト・スタンダー

ドを掌握・維持・発展させるため，戦略的分

野（デザイン，アーキテクチャー，ソフトウ

ェアなど）に集中した 1980 年代末から 90 年

代初めには，米系企業はそのアジア関連会社

に高付加価値のハードウェアの生産に責任を

もたせ，コンポーネントのデザインや製造な

どを外部委託するようになった。米系アジア

関連会社はシステム組立てを行い，システム

完成品にたいする世界的な供給責任をもつよ

うになったのである 19）。

90 年代末になると，米系企業との関係で地

位を確立したアジアNIEs 企業が，中国への直

接投資を本格化した。アメリカのアジア生産

ネットワーク，あるいはアジアNIEs の生産ネ

ットワークは新段階を迎えた。米系企業の果

たした役割が異なっているシンガポールと台

湾を取り上げる 20）。

米系 IT 企業とシンガポール

アメリカ電子企業は 1960 年代からシンガポ

ールに投資してきたが，コンピュータ関連の

投資が集中する新しい段階は，1980 年代中期

に始まった。それは，ハードディスク製造

（シーゲート社など），コンピュータ組立て

（アップル社，コンパック社，HP），そしてプ

リンタ製造（HP）などの領域に集中した 21）。

早い時期にシンガポールに立地したのは，

アップルであろう。アップル・コンピュー

タ・シンガポール（ACS）は，1981 年にアッ

プル II のためのプリント回路基盤（PCB）組

み立て工場を設置した。同社は 83 年までに 9

つの地元企業に，アップル II とリサ PC を契

約製造させることとなった。85 年までに，

ACS は高度化し世界市場向けのアップル II の

最終組み立てを含むようになった。さらに 89

年からは，ACS はコンポーネントのデザイン

を開始した。また，90 年にACS は 3 つの新型

マッキントッシュ PC のうちの 2 つ，（そして 3

つめのための PCB）の最終組み立てを行い，

関連モニターを現地でデザインし製造した。

そのときまで，アメリカで製造するマイクロ

プロセッサーを除いて本質的にすべてのコン

ポーネントがアジアで調達された。ACS の

130 社にものぼる主なサプライヤは，Gul

Technologies と Tri-M のような地元企業を含

んでいた。

1994 年までに，ACS はアジア太平洋地域の

流通，ロジスティクス，販売そしてマーケテ

ィングのセンターになっており，世界向けの

マッククラシック II，LC III，IV，セントリス

の中型機，クアドラ 800 を製造するようにな

った。ACS の地域的調達は 20 億ドルに達し，

そのうちの半分を日本から（液晶ディスプレー，

周辺機器，メモリー，HDD），1/4をシンガポー

ルから，2億 5000 万ドルから 5億ドルのOEM

のデスクトップ，モニター，PCB，パワーブ

ック，半導体を台湾から調達した。95 年には

ACS はそれ自身が全面的にデザインし製造し

た 2種のマック製品を売り出した 22）。

また，コンパック・アジア・シンガポール

社も 1986 年，アジア（日本を含む）からコン

ポーネントを調達して PCB の組み立てのた

め，アメリカで最終組み立てをするデスクト

ップ・パソコン工場を開設した。1994 年まで

に，同社は日本のシチズン時計とのOEM関係
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を停止し，世界向けノートブック型パソコン

のすべてを，アジア太平洋地域向けデスクト

ップ・パソコンのすべてをデザインし生産す

るようになった 23）。

シンガポールでのアメリカ・パソコン企業

の活動の特徴は，第 1 に，子会社を設立し自

ら高度なパソコン生産に乗り出しシンガポー

ルのパソコン産業を担っていることである。

第 2 に，そのアメリカ子会社は地域的な部品

調達などを大いに利用し，精密エンジニアリ

ング，契約製造サーヴィス，最近ではデザイ

ン・サーヴィスまで現地企業から調達してい

る。たとえば，アップルは PCBを外部調達し，

ベンチャーやリチゴールドという地元企業に

組立てを委託している。HP もコンパックも

YCH のような地元ロジスティクス企業に最終

組立てを，コンパックもノックダウン組立て

を委託してきた。シンガポールのサポート産

業は，こうしたアメリカのコンピュータ関連

投資によって刺激を受けた。

第 3 は，アメリカ企業は現地の企業と共同

での技術革新を活発に行っていることである。

アメリカ企業は製品技術開発に焦点を当てて

おり，その海外子会社に生産プロセス技術開

発を依存し，あるいは契約製造業者に製造活

動の相当部分を依存するようになっている 24）。

第 4 は，アメリカ系企業は大いに本国市場や

グローバル市場に輸出していることである。

1991 年から 94 年のデータでは，アメリカ系企

業は総販売のうち 90 ％を輸出し，本国市場へ

の輸出は 60 ％に達していた 25）。

シンガポールは製造活動を超えて，地域的

マーケティング，地域的技術支援・訓練，地

域的ロジスティクス・流通，地域的調達，製

品・プロセスに関する R&D，という地域的な

ハブ機能を果たしつつある。アップル，コン

パックの例に見られるように，地域的ロジス

ティックのハブになっている。この機能の多

様化に加えて，いくつかの多国籍企業がシン

ガポールに，地域本社あるいは地域営業本部

を置くようになった 26）。

米系 IT 企業と台湾

アメリカの電子企業が，日本などの電子企

業と並んで台湾における同工業の出発点を形

成した。これら外国投資は台湾電子工業の資

本形成の 25 ％にも達しなかったのに，1970 年

代に合弁企業群は同産業輸出の 60 ％以上を占

めた。しかし，後に台湾国内の企業家が工場

を作り，台湾電子工業の中心に躍り出た 27）。

台湾パソコン産業の発展における米系多国

籍企業の役割は，間接的であったといえる。

外国からの直接投資は重要な触媒の役割をは

たしたが，発展の梃子となったのは国際的ア

ウトソーシング契約の普及であった。下請け，

委託組立て，OEM 契約の数々の形態であり，

もはや部品に限定されず，製品カスタム化，

製品デザイン，生産技術などのような高付加

価値のサポート・サーヴィスが含まれた 28）。

この点，シンガポールと異なっている。

台湾パソコン企業を代表するのはエイサー

（宏碁電脳）であろう。コンパックが IBM-PC

XT の互換機を出した翌年（1983 年），エイサ

ーは台湾初の IBM-PC XT の互換機をだし，

パソコン産業の隆盛に点火した。1986 年にも

インテルの 386MPU を使用したパソコンを公

表し，IBM に打ち勝つことができた。エイサ

ーの輸出における成功は，完全にOEM販売に
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依存していた。1988 年から，自社ブランドで

の販売を試み，製品多角化試みた。しかし，

そのための連続的買収は悲惨な失敗に終わり，

1992 年には 2,300 万ドルもの赤字を出した。

ちょうどそのころ，パソコン産業は価格戦争

に突入し，ほとんどすべてのメーカーは利益

圧縮に直面した。

エイサーばかりではなく，台湾のメーカー

はOEMサプライヤとして生き残ることを選択

するしかなく，ほとんどの企業がOEM市場で

の地位を固めた。エイサーの目標はデザイン

能力を持ち合わせた世界規模のパソコンや周

辺機器の組立て製造業者になるということで

あった。1993 年までにはエイサーはアメリカ

とヨーロッパのメーカーのための主要なOEM

生産者となった。エイサーの目標は 1995 年ま

でには達成された，というのは同年，アメリ

カ・パソコン市場で 7 ％のシェアをとり上位

10 位に入ったからである。エイサーの世界販

売のおよそ 26 ％がアメリカで，インドネシア，

マレーシア，メキシコ，南アフリカでトップ

となった。OEM 販売で成功した上位 5 社は，

Tatung,DEC の台湾関連会社，FIC（大衆電脳），

AST の台湾関連会社，そしてエイサーである

29）。台湾パソコン各社のOEM生産については，

表１に示すとおり，日米有力メーカーが顧客

となっている。

たとえば，コンパックは ADI，フィリップ

ス台湾からモニターを調達し，ノート型パソ

コンではインベンテック（英業達）・グループ

のインヴェンタ社から調達していた。インヴ

ェンタはゼニスにもノート型パソコンを供給

し，革新的なデザインをもっているとの名声

を勝ち得ていた。インヴェンタは同グループ

のもつ中国やマレーシアにある工場にアクセ

スできた。これらの工場は過去 15 年にわたっ

て TI の計算機を作ってきており，TI の厳し

い品質管理要件を満たしてきた。しかし，コ
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表 1 台湾メーカーによるOEM・ODM供給の動向（2000 年）

（出所）木村福成・丸屋豊二郎・石川幸一編著『東アジア国際分業と中国』ジェトロ，2002 年，141 頁。



ンパックがインヴェンタと提携した理由は，

ノート型パソコンを設計する能力であった。

1994 年，コンパックはノート型パソコンでは

世界第 4 位となっていたが，コンパックの限

られたエンジニアリング資源を割くことなし

に，リーダーに追いつくことを期待したのだ

った。

コンパックの台湾企業とのOEM調達方式も

複雑になってきた。最近のMiTAC（神達電脳）

との「ターンキー生産」では，コンパックは

マーケティングの責任だけを除いて，数種の

デスクトップ・パソコンの価値連鎖のすべて

の段階をアウトソーシングすることになった。

その他の外国企業もコンパックのあとに続い

た。たとえば，IBM はローエンド・デスクト

ップとラップトップ・パソコンを販売するた

めに，エイサーがその途上国生産ネットワー

クを用いて生産するエイサー･グループと協定

を交わしつつある 30）。アメリカ企業が最も重

要な分野を掌握しつつ，ハード生産を台湾の

企業に委託しその IT 産業発展に決定的な役割

を果たしたことがわかる。このようにして台

湾はパソコン・ハード生産で世界一になった

のである 31）。

日本のパソコン・メーカーもデスクトップ，

マザーボード，モニター，パソコン関連製品

について台湾企業とOEM契約を増加させてき

た。たとえば，NEC は Tatung とエリート

（精英電脳）からモニターとマザーボードを調

達し，富士通はエイサーからOEM調達し，エ

プソン，キャノン，日立，シャープ，三菱も

ノート型パソコンのOEM顧客となった。世界

の主導的パソコン・メーカーは，台湾パソコ

ン産業が優れたワンストップ・ショッピン

グ・センターであることを認めているのであ

る。その結果，パソコン関連総生産において

台湾はドイツを抜き，1995 年にアメリカ，日

本に次いで世界第 3位になった。

台湾パソコン産業の特徴は，第 1 に，輸出

依存度が高いこと，第 2 に産業内にメモリー

チップ，小型液晶ディスプレー，モニター，

マザーボード，周辺機器，最終システムまで

の垂直的なリンケージ（国内生産ネットワー

ク）をもっていること。これらは中小企業に

よって担われており，このネットワークのお

陰で，台湾のOEMとOBMの信頼性が高まり，

主導的なパソコン生産国になった。第 3 に，

最新の市場発展に猛烈なスピードで追いつき，

パソコン関連製品を出荷する能力をもってい

ることである。

しかしながら，台湾のほとんどの企業は海

外のデザインにマイナーな修正を施す追随者

なのである。この意味で，台湾のパソコン企

業はなおも組立て製造活動に従事し，台湾独

自のブランドネームを有せず，OEM・ ODM

生産であり 60 ％以上を輸出している。その結

果，総売り上げは大きいのに，これら企業が

挙げる利益と付加価値はそれほど大きくない

のである 32）。

台湾 IT 企業の中国投資

台湾の多くの IT企業は，1980 年代後半以降，

台湾ドルの対米ドル・レートが上昇し，賃金

も上昇したため，対外投資を開始した。台湾

IT 企業は 90 年前後に東南アジアへ投資し始

め，90 年半ば以降，中国に投資を向け始めた。

言語の壁が存在せず，膨大な人口を有し，沿

岸部を中心に急速な経済成長を遂げる中国の
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市場としての有望性も，台湾企業を引きつけ

る要因であろう。台湾企業の対外投資は，中

国への投資の加速につれて大型化し，今日で

は，対外投資の成否はその命運を握るものに

なっている 33）。

1990 年代に，パソコンのトップ・ブランド

企業間の競争が激化すると，台湾のOEMメー

カーにたいするコスト削減圧力が強まった。

大手ブランドからの受注に成功した企業では，

対外投資の機運が高まった。早くから価格低

下が起きた周辺機器やデスクトップのメーカ

ーは，90 年代初頭から対外投資を開始してい

た。一方，ノート型パソコンは 2001 年まで対

中投資の禁止品目であったが，禁止解除され

る直前の 1999 年から 2000 年にかけて，対中

投資が始動した。台湾のノート型パソコン・

メーカー上位 5 社は，いずれも上海から江蘇

省一帯でマザーボードなどの製造から着手し，

ノート型パソコンの大量生産に向けた準備を

進めている。台湾系企業の出荷量に占める中

国での生産比率は，2000 年にモニターで 60 ％，

デスクトップで 45 ％と推定される。この高い

シェアを支えているのが，中国における大量

生産なのである 34）。

台湾企業の中国投資は，1993 年ごろまでは

キーボード，パワーサプライ，部品などの分

野が多かった。この時期の投資地域は，広東

州（46 ％），上海・江蘇州（25 ％），福建省

（14 ％）の順となっており，広東州を中心に低

賃金労働利用の「委託加工取引」が活発にな

った。現地企業が土地建物と労働者を提供し，

台湾側は機械設備，原料，部品を持ち込んで

輸出向け生産を行った。1995 年時点での報道

では，広東には台湾系企業が約 4,000 社，委託

加工に従事する台湾系企業 2,000 社強が進出し

たという。

1994 年から 97 年にかけての時期は，集積の

利益の発現が見られた。というのは，中国に

おいて台湾系のパソコン，周辺機器，部品メ

ーカーが集積すると，台湾で形成されたのと

同様の生産ネットワークが出現したからであ

る。その典型例は，数百社の台湾系電子メー

カーが集積し，電子部品，周辺機器，デスク

トップなどを生産している広東州東莞市一帯

である。この時期の台湾企業の投資は，引き

続き広東州に集中（53 ％）し，そのうちの約

40 ％が東莞市への投資であった。ここでは

個々の企業の優位性ではなく，集合的効率性，

つまり台湾メーカーの集団的な展開が発揮す

る優位性へと変容を遂げたのであ 35）。

1998 年以降は，柔軟な大量生産体制の構築

と「グローバル・ロジスティクス」の成立に

よって特徴付けられる。この時期から投資額

が大型化し，中小企業よりも，世界の上位ブ

ランド企業のOEM・ODM提携先として地位

を確立した上位メーカーが投資を主導するよ

うになった。投資先地域も変化し，2001 年 1-8

月期には上海・江蘇州が 50 ％となり，広東州

40 ％を上回った。台湾では投資先が華南から

華東へとシフトしつつある現状を，「北移」と

呼んでいる。上海一帯へ集中した理由は，優

秀なエンジニアの存在が上げられるが，それ

は台湾の対中投資が，現地での高付加価値製

品の製造，開発設計機能の移転を視野に入れ

たものに変化したからである。また，上海は

外資の誘致に熱心で，税関作業も比較的効率

的であるというのも理由のひとつである。広

東州を中心に行われてきた委託加工貿易は引
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き続き活発だが，その重要性は低下した。投

資が大規模化し製品が高度化したので，台湾

IT 企業は上海一帯を投資先立地として選んだ

のである 36）。

台湾企業は台湾，中国などで設計，半組立

てを行うだけでなく，最終組立て工程を消費

市場の近くで行い，製品修理などのアフタ

ー・サーヴィスまでを担当している。台湾パ

ソコン・メーカーは，日米欧のブランド企業

にとって，不可欠の存在となっているのであ

る。単なる安価なOEMメーカーではなく，多

様なサーヴィスを複合的に提供する重要な提

携相手となったのである。台湾のパソコン・

メーカーは，製造拠点としての中国のもつ優

位性と，日米欧のブランド力，販売力をたく

みに結合させている 37）。台湾メーカーの事例

は，米系を中心とする先進国のパソコン・メ

ーカーの主導の下に，それ以前には存在せず，

想像もされなかったほどの産業の国際化が実

現したことを示している 38）。

III．アメリカの IT 財貿易収支

IT 財貿易収支赤字

アメリカの IT 財貿易収支は表 2 に示すよう

に大幅の赤字であり，1990 年から見ると増加

し 2002 年に 865 億ドルに達している。1990 年

代末から急激に増大し，2002 年に 4,829 億ド

ルに達している，アメリカの貿易収支赤字全

体の 17.8%を占めている。IT 財貿易赤字の内

訳は，大きい順に，コンピュータとその周辺

機器，音響映像機器，IT 関連通信機器，半導

体・その他電子部品である 39）。

アメリカの巨額の IT 財貿易赤字は，アメリカ

が最大の IT 財輸出国であるにもかかわらず，

また，アメリカ人所有の IT 企業が研究開発か

ら設計，生産，マーケティングに至るあらゆ

る活動で外国の競争相手をリードしているに

もかかわらず生じているのである。その理由

は，第 1 に，IT 財の輸出（販売）面の特徴に

ある。つまり，アメリカの IT 企業は外国市場

への供給を，アメリカ国内の生産施設から輸

出するよりも海外立地した生産拠点から行う

傾向が強いということである。アメリカの IT

財輸出が 1,321 億ドルであるのに，アメリカ

IT 企業の海外子会社からの外国市場への販売

額は，1,961 億ドル（2000 年）であった。IT

サーヴィス貿易も同様であり，アメリカから

の輸出が 100 億ドルであったが，海外子会社

からの外国市場への販売額は 996 億ドルであ

った。したがって，アメリカ IT 財貿易収支は

巨額の赤字だが，多国籍企業単位の販売とい

う観点で見るとむしろ販売超過といえること

なのである 40）。

第 2 に，IT 財の輸入面の特徴に関してであ

るが，アメリカ IT 企業が外国に設置した関連

会社から大いに輸入しているということであ

る。2002 年のアメリカによる IT財輸入の 3分

東京経大学会誌　第 249 号

― 139 ―

表 2 アメリカの貿易収支赤字とIT財貿易収支赤字

貿易収支赤字（a） IT財貿易収支赤字（b） （b/a）

1990 年 1,110 億ドル 98 億ドル 8.9%
1995 年 1,742 478 27.4
1998 年 2,468 495 20.0
1999 年 3,460 630 18.2
2000 年 4,524 828 18.3
2001 年 4,272 687 16.1
2002 年 4,829 865 17.8

原典）U.S. Dept. of Commerce, Digital Economy 2003.
（出所）アメリカ商務省『デジタル･エコノミー 2004』東

洋経済新報社，2005 年 9 月，65 頁。



の 2 以上（1,312 億ドル）は，アメリカ IT 企

業によるその海外関連会社からの輸入だった。

米系関連会社との取引による貿易赤字は，ア

メリカの IT 貿易赤字合計よりも大きかった。

この現象は一部で顕著であり，たとえば，

2002 年の米国による携帯用コンピュータ輸入

104 億ドルのうち，関連会社からの輸入は 68

億ドルで，輸入の 65 ％となっている。関連会

社からの携帯用コンピュータ輸入のほとんど

は，マレーシア，メキシコ，台湾，フィリピ

ン，日本からの輸入であった 41）。つまり，本

稿の第 II 節で見たように，アメリカ IT企業が

アジア NIEs，アセアン諸国において，生産ネ

ットワークを作り上げ，そこから IT ハード製

品を調達していることが確認されるわけであ

る。

アメリカの IT 財貿易に関する第 3 の注目す

べき点は，輸入先が最近，急速に変化してい

ることである。表 3 に示されているように，

2000 年には日本がアメリカへのコンピュータ

輸出において第 1 位であり（全コンピュータ

機器輸入の 19.6%），中国は第 4 位（同 12.1%）

であった。しかし，2004 年には日本は第 5 位

に落ち，8.5%を占めるにすぎなくなり，シン

ガポールも台湾もアメリカへのコンピュータ

機器の輸出において，過去数年間で同様の下

落を経験した。2004 年に，中国はアメリカへ

のコンピュータ機器輸出において 40 ％ものシ

ェアをもつ第 1 位に登場した。アメリカの中

国からのコンピュータ機器輸入は過去 5 年間

で 255 ％増加したが，アメリカのこの品目の

輸入総額は 7.9%しか増加しなかったので，い

くつかの外国企業がその生産を中国に移転し

たことを示している 42）。つまり，かつてなら

日本，台湾，シンガポールなどにおいて製造

され，アメリカに輸出されていた製品が，い

まは中国に立地する外国企業によって製造さ

れ，アメリカに輸出されているのである 43）。

結びにかえて

コンピュータ産業の産業構造は，IBM のパ

ソコン参入を契機にさまざまな価値連鎖に分

かれ，それぞれの領域で激しい競争が繰り広

げられる産業構造に大転換を遂げた。そのな

かで，マイクロソフト，インテルは，もっと

も戦略的な OS，MPU において世界標準を掌

握・維持・拡張することに注力している。他
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表 3 アメリカ・コンピュータ機器輸入の主な調達先国，2000-2004 年
（単位： 10 億ドル）

2000 年 2001 年 2002 年 2003 年 2004 年 2000-04 年の変化

中国 8.3 8.2 12.0 18.7 29.5 255%
マレーシア 4.9 5.0 7.1 8.0 8.7 78
メキシコ 6.9 8.5 7.9 7.0 7.4 7
シンガポール 8.7 7.1 7.1 6.9 6.6 －24
日本 13.4 9.5 8.1 6.3 6.3 －53
台湾 8.3 7.0 7.1 5.4 4.1 －51

合計 68.5 59.0 62.3 64.0 73.9 8

（出所）Wayne M.Morrison,“China-U.S. Trade Issues,”Congressional Research Service,Aug.4,2005

（http://fpc.state.gov/ documents/organization/ 52678. pdf,on Sept. 15, '05）,p.5.



方，デル，コンパック，IBM，アップルなど

有力なパソコン・システム企業は，マーケテ

ィング，ブランド力，デザイン，ロジスティ

クスに集中するという構造ができあがった。

米系 IT 企業はハードウェアについては当初

は日本に，のちにはアジア NIEs，とくに台湾

やシンガポールの米系子会社，あるいは現地

企業に決定的に依存するようになった。米系

IT 企業は世界標準を掌握することに専念し，

ハードウェアを東アジアから調達することに

よってコスト削減の課題をクリアし，国際競

争力を復活させたのである。アメリカ IT 企業

の復活，アジア IT 企業の躍進，そして日本の

国際競争力の減退を，アメリカ IT 企業のアジ

ア生産ネットワークの機能から説明できるで

あろう。

最近，アジアNIEs のパソコン関連産業が中

国に生産拠点を移転し，そこから主にアメリ

カ向けに輸出をするようになってきている。

中国における最終組立て拠点には，とくに日

本から中間財の輸出が行われている。したが

って，日本が IT 中間財を中国に輸出し，中国

からアメリカに IT 完成品が輸出されるという

「三角貿易構造」が定着している。アメリカの

大幅の IT 財貿易収支赤字は，このような構造

の結果，生じているのである。

経済産業省は最新の『通商白書』において

「東アジアと欧米との間では，日本・ NIEs が

中間財を生産し，中国・ ASEAN が中間財を

輸入して最終財に組立て最終消費地である欧

米へ輸出する，『三角貿易構造』が産業横断的

に成立している 44）」と述べている。「三角貿易

構造」がほとんどの産業で成立しているとす

れば，この構造は規模も大きく強固である可

能性が高い。近い将来，ドル・元為替レート

が激変するか，あるいは米中間の政治的決着

によって調整が試みられるのではあるまいか。
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